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１．はじめに 

近年，下水道の普及にともない多量の下水処

理排水が公共の水域に放流されている．下水処

理排水には有機物ともに無機化された栄養塩

が多く含まれ，水域の富栄養化を促進する．ま

た，下水処理水の殺菌のため塩素処理が行われ，

残留塩素による生物への影響も危惧される．こ

のような水域における環境保全や水資源の活

用のためには，放流された下水処理排水が河川

生態系にどのような影響を及ぼすのかを把握

し，適切な対処を行うことが大切である． 

河川生態系の多くは，陸上起源の外来性有機

物質に依存した腐食連鎖によって機能してい

る．日本の河川生態系では，河畔が開け，河床

にまで十分な光が届く河川環境である瀬が多

く，付着藻類群落が発達し，その光合成によっ

て生産された有機物質を基盤とした生食連鎖

の存在も無視できない．付着藻類は，トビケラ，

カワゲラ，カゲロウなどの水生昆虫やそれを捕

食する魚類の直接・間接的な餌資源として重要

な役割を担っている（内田ほか，2013）． 

生物の被食―補食関係を考える上で，近年で

は生態化学量論の視点を導入して，河川水中や

生物体内での炭素（C），窒素（N），リン（P）

の比率（C:N:P 比）など複数の元素の化学量バ

ランスが検討されている．河川をはじめとする

淡水生態系では，生産者である付着藻類の

C:N:P 比は，水中の溶存態窒素・溶存態リンな

どの栄養塩量や光合成活性などにより大きく

変化する．一方，水生昆虫などの消費者では

C:N:P 比の恒常性が高く，比較的一定に保たれ

ている．よって，生産者の化学量の不均衡が，

消費者の成長や再生産を制限する要因となる

（土居・片野，2012）. 

本研究では下水処理排水が河川生態系へ及

ぼす影響として，生産者である付着藻類の「化

学量論（C:N:P:Si 比）」と「生態系代謝（光合

成・呼吸速度）」について調査を行った．調査

場所は，上田終末処理場の排水が放流されてい

る千曲川中流部とした． 

 

２．実験方法 

2-1 試料採取と分析方法 

千曲川中流部（上田市）において，河川水お

よび河床の付着物を採取した．上田終末処理場

（標準活性汚泥法で処理，現在の処理能力は平

均 31,000 m³/日，処理人口は約 6 万人）からの

下水処理排水が流入している場所，その上流に

位置する常田，下流に位置する下塩尻の 3 箇所

で試料を採取した（図 1）． 

図１ 千曲川における試料採取地点（Google earth） 

 

河川水は持ち帰り後，直ちにガラス繊維ろ紙

（Whatman：GF/C）で濾過し，溶存態有機炭素

（DOC）,溶存態全窒素（DTN）,溶存態無機窒素

（アンモニア態窒素：NH4-N，亜硝酸態窒素：

NO2-N，硝酸態窒素：NO3-N），溶存態全リン（DTP），
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溶存態ケイ素（DSi），残留塩素の測定に供した．

DOC は有機炭素計（島津製作所：TOC-L），溶存

態無機窒素は，イオンクロマトグラフ（Dionex

社：IVS-1500）を用い測定し，DTN，DTP および

DSi は，吸光光度法で測定した．さらに，残留

塩素についても，ハンナ社製 HI 761 を用い測

定を行った． 

付着物は，河床よりこぶし大の石を持ち帰り，

表面の付着物をプラスチック製のブラシでこ

すり落とし，目開き 250 μm のステンレス製ふ

るいを通し，小石や水生昆虫を取り除いたもの

を試料とした．付着物の懸濁液について，常法

に従い懸濁物濃度，強熱減量濃度，クロロフィ

ル a（Chl.a）濃度を求め，それぞれの単位面積

あたりの付着物量を算出した．また，凍結乾燥

試料については，メノウ製乳鉢ですりつぶし均

一にした後，元素分析計（Thermo Quest：Flash 

EA1112）で，炭素・窒素含量を求めた．さらに，

小松らの方法に従い，リンの連続抽出を行い，

吸光光度法でリン含量を求めた．また，中嶋ら

の方法に従い，ケイ素の抽出を行い，吸光光度

法でケイ素含量も求めた．  

 

2-2 下水処理排水が付着藻類の代謝に及ぼす

影響 

2－2－1 培養実験 

 下水処理排水の付着藻類の代謝（純生産・呼

吸）への影響を見るため，下水処理排水の影響

が少ない常田と下水処理排水の影響が大きい

下塩尻の水と付着藻類を組み合わせて培養し，

培養時の酸素濃度の変化を観察した．ここでは，

河川水も付着物も常田のものを No.1 処理区，

河川水が常田，付着物が下塩尻のものを No.2

処理区，河川水が下塩尻，付着物が常田のもの

を No.3 処理区，河川水も付着物も下塩尻のも

のを No.4 処理区とした．各処理区とも，付着

物を河川水中に懸濁させ，ステンレス製の金網

片（2cm×10cm）を 2 枚入れた容量 700ml のガ

ラス瓶に注ぎ，空気が入らないように溶存酸素

ロガー（Onset 社：U26-001）をビン開口部に固

定した．回転子を用い内部を撹拌しながら，培

養器中（三洋電機：MLR-350）でのべ 3 日間培

養した．この間，1000 から 7000 lux の光量で

LED を点灯（2 時間）・消灯（6 時間）し，これ

を 2 回繰り返した．この培養実験は 3 回異なる

時期に行ったが，ここでは 2018 年 1 月に採取

した試料の結果を示す．このとき，塩化物イオ

ン濃度から下塩尻では下水処理排水の混合割

合は 90%と推定された． 

さらに，2018 年 12 月に採取した常田の付着

物に，常田の河川水と下水処理排水との割合を

変えて同様の培養実験を行った．常田の水のみ

を入れたものを No.1’処理区とし，下水処理排

水の割合を 20 %としたものを No.2’処理区，

下水処理排水の割合を 40 %としたものを No.3’

処理区，下水処理排水の割合を 90 %としたもの

を No.4’処理区とし，上記と同じ条件で培養し

た． 

 

2-2-2 純生産速度と呼吸速度の算出 

純生産速度（同化率）は，1 時間あたりに付

着藻類が行った光合成量として求めた．培養時，

LED を照射したときの 1 時間あたりの溶存酸素

濃度の増加を，培養ビン内の藻類量である

Chl.a 濃度で除して，μg-O2/μg-Chi.a/h とし

て純生産速度を求めた．この実験では光量を 4

段階としたため，各処理区の純生産速度の最大

値どうしを比較した． 

呼吸速度は，1 時間あたりに付着藻類や微生

物が行った呼吸量として求めた．こちらは LED

消灯時，1 時間あたりの溶存酸素濃度の低下を，

培養ビン内の Chl.a 濃度で除して，μg-O2/μ

g-Chi.a/h として呼吸速度を求めた． 

 

2-2-3 硝化細菌数の計数 

硝化細菌とは，アンモニアを亜硝酸に酸化さ

せるアンモニア酸化細菌と亜硝酸を硝酸に酸

化させる亜硝酸硝化細菌のことを指す．ここで

は，常田と下塩尻の付着物と下水処排水につい

て計数を行った．  

アンモニア酸化細菌の培養には，諏訪 L 培地

を用いた（諏訪ほか，1991）．一方，硝酸酸化

細菌の培養には土壌微生物実験法培地を用い

た（鈴木ほか，1996）．それぞれの培地を滅菌

し，付着物もしくは処理排水を希釈し，MPN5

本法で算出した．詳細は，既報の通りであるが，

25℃(静置)で 5週間培養し，基質とした NH4-N，

NO2-N の残存の有無を，それぞれインドフェノ

ール法と BR 法で確認し，陽性・陰性の判定を

行い，Taylor の経験則（微生物研究法懇談会，

1975）に従い，菌数を求めた．  

 

３．結果と考察 

3-1 下水処理排水が付着藻類の化学量論に及

ぼす影響  

 千曲川で採取した河川および付着藻類につ

いて，炭素・窒素・リン・ケイ素濃度を測定し，

その量比についても評価を行った． 

下水処理排水流入地点の上流に位置する常

田と，下流に位置する下塩尻の河川水を比較す

ると，DOC 濃度は常田で平均 1.11 mg-C/L，下

塩尻では平均 3.95 mg-C/L と，下流で約 3.6 倍

高くなっていた．DTN 濃度は常田で平均 1.44 

mg-N/L，下塩尻で平均 11.07 mg-N/L と，下流

で約 7.7 倍高くなっていた．DTP 濃度は常田で

平均 0.06 mg-P/L，下塩尻では平均 0.51 mg-P/L 
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図２ 河川水中の溶存有機炭素濃度（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 河川水中の溶存全窒素濃度（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 河川水中の溶存全リン濃度（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 河川水中の溶存ケイ素濃度（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 付着物中の炭素含量（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 付着物中の窒素含量（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 付着物中のリン含量（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 付着物中のケイ素含量（平均±SD） 
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図 10 付着物の炭素/窒素モル比（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 付着物の炭素/リンモル比（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 付着物の炭素/ケイ素モル比（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 付着物の窒素/リン素モル比（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 付着物の窒素/ケイ素モル比（平均±SD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 付着物のリン/ケイ素モル比（平均±SD） 

 

と，下流で約 8.5 倍高くなっていた．DSi 濃度は

常田で平均 27.8 mg-SiO₂/L，下塩尻で平均 37.1 

mg-SiO₂/L と，下流で約 1.3 倍高くなっていた（図

２から５）．これらより，下水処理排水の流入に

より，河川水中の炭素・窒素・リン濃度が上昇す

ることが確認された． 

一方，付着物についてみると，その炭素含量は

常 田 で 平 均 89.2 mg-C/g ， 下 塩 尻 で 平 均

185.4mg-C/g と,下流で約 2.1 倍高くなっていた．

窒素含量は常田で平均 14.9 mg-N/g，下塩尻で平

均 31.8 mg-N/g と，下流で約 2.1 倍高くなってい

た．リン含量は常田で平均 2.54 mg-P/g，下塩尻

では平均 2.99 mg-P/g と，下流で約 1.2 倍高くな

っていた．Si 含量は常田で平均 159 mg-SiO₂/g，

下塩尻で平均 206 mg-SiO₂/g と，下流で約 1.3 倍

高くなっていた（図６から９）．これらより，下

水処理排水の流入により，付着物中の炭素・窒素

含量が顕著に上昇することが確認された．これら

元素は付着物中の生物由来の有機物化合物と考

えられる． 

次いで，常田と下塩尻の付着物の元素比（いず

れもモル比）を求め，図 10 から 15 に示した．C/N

比は常田で 7.14，下塩尻で 7.13 と差が見られな

かった（図 10）．一方， C/P 比は常田で 104，下

塩尻で 197 と，下流で約 1.9 倍高くなっていた（図

11）．C/Si 比は常田で 3.72，下塩尻で 4.99 と，

下流で約 1.3 倍高くなっていた（図 12）．N/P 比
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は常田で 14.8，下塩尻で 28.8 と，下流で約 2 倍

高くなっていた（図 13）．N/Si 比は常田で 0.52，

下塩尻で 0.71 と，下流で約 1.4 倍高くなってい

た（図 14）．P/Si 比は常田で 0.045，下塩尻で 0.034

と上流の常田の方が約 1.3 倍高くなっていた（図

15）．以上より，下水処理排水は付着物の C/N 比

には影響を及ぼさなかったが C/P 比を大きく上

昇させることが示された．付着藻類の C/P 比が高

いと，それを餌とする水生昆虫にとっては炭素含

量に比してリン含量の少ない質の悪い餌となる

（土居・片野，2012）． 

また，植物プランクトンのレッドフィールド比

（C:N:P=106:16:1）と，これら付着物の元素比を

比較してみると，常田の付着物は，レッドフィー

ルド比とほぼ同等であったのに対し，下塩尻の付

着物は炭素や窒素に比べリン含量が少なく，下塩

尻はリン制限にあることが示唆された．しかし，

河川水中の N/P 比は，常田で 61.4，下塩尻で 45.8

と，両地点ともリン制限下にあると言え，数値だ

けを見ると常田の方がより強いリン制限下にあ

ることになる．後述するが，常田で検出された溶

存態窒素は主に NO3-N であったのに対し，下塩尻

では NH4-N が主であったため，これら溶存態窒素

の形態による生物利用性の相違が，付着物の N/P

比に反映されているのかもしれない． 

また，常田と下塩尻では付着物の N/Si 比と

P/Si 比に大きな差は見られなかったが，下水処

理排水放流地点の付着物の N/Si 比と P/Si比は常

田や下塩尻よりも高くなっていた（図 14，15）．

下水処理排水の N/Si 比と P/Si 比も高く，下水処

理排水放流地点ではケイ素制限下にあることが

示唆された．そのため，下水処理排水放流地点の

付着物中には，Si を必要とする珪藻の割合が少

なくなっている可能性が高い．事実，図 9 に示す

通り下水処理水放流地点では付着物の Si 含有量

が少ない．また，付着物の Chl.c/Chl.a 比を算出

したところ，常田では 0.29，下水処理排水放流

地点では 0.22，下塩尻では 0.37 と，下水処理排

水放流地点では珪藻が持つとされる Chl.c の割

合が低かった．また，下水処理排水放流地点の付

着物の色が，多地点と比べ異なることも写真から

確認でき，いずれも矛盾しない．さらに，下水処

理排水は河川水と比べ水温が高いため，相対的に

至適水温が低い珪藻類の増殖が抑制されている

ことも，その原因と考えられた． 

 

3-2 下水処理排水が付着藻類の代謝に及ぼす影

響 

3-2-1 光合成速度に及ぼす影響 

 下水処理排水の影響を受けていない常田と影

響を受けている下塩尻の河川水と付着藻類を組

み合わせ培養したときの光合成速度を観察した．

ここでは，藻類量（Chl.a 量）あたりの最大純生

産速度（同化率）で評価を行った． 

常田の付着物を下塩尻の河川水中で培養した

No.3 処理区のみ，培養後半で付着藻類の同化率

が低下した（図 16）．一方，常田の付着藻類を常

田の河川水中で培養した No.1 処理区では，培養

後半で同化率が低下しなかったため，No.3 処理

区の同化率の低下は下塩尻の水質によるもので

あり，下水処理排水が付着藻類の同化率を低下さ

せたと考えられた．一方，下塩尻の付着物を下塩

尻の河川水中で培養した No.4 処理区では，この

ような同化率の低下は観察されず，下塩尻の付着

藻類は何らかの耐性を有していると考えられた． 

そこで，常田の付着藻類を用い，下水処理水の

混合率を変え，同様な培養実験を行ったところ，

下水処理排水の混合率が 40%を超える（No.3’及

び No.4’処理区）と，明らかに付着藻類の同化

率が低下することが確認され（図 17），先の実験

結果を支持するとともに，下水処理水中の何らか

の成分が付着藻類に作用していると考えられた． 

一般に，下水処理水の殺菌のため，塩素消毒が

行われている．実際に，下水処理排水中の全塩素

濃度を測定したところ 0.137 mg/L 検出され，全

塩素は下流の下塩尻でも残存していることが確

認された．塩素消毒に用いられる次亜塩素酸は強

い殺菌性を有するだけでなく，下水処理排水に含

まれるアンモニア態窒素（NH₄-N）と反応してモ

ノクロラミン(NH₂Cl)を生成することが知られて

いる（式１）．米国環境保護庁（USEPA）の提示し

た淡水生物による排水の影響試験法に示されて

いる緑藻 Selenastrum capricornutum Prinz を用

いた増殖阻害試験を行なうと，モノクロラミンの

濃度が 0.011 mg-Cl₂/L を超えると緑藻の増殖が

阻害され，モノクロラミンの濃度が上昇するほど

緑藻の増殖阻害率も上昇することが示されてい

る（鈴木ほか，1996）． 

 

NH₃ + HClO → NH2Cl + H₂O （式 1） 

 

そこで，下水処理排水と常田と下塩尻の河川水

中の NH₄-N 濃度を測定したところ，下水処理排水

中には平均 16.3 mg-N/L もの NH₄-N が含まれてお

り，下塩尻でも 6.2 mg-N/L の NH₄-N が検出され，

河川水中にモノクロラミンが存在していること

が強く示唆され，培養実験で見られた光合成速度

の低下はモノクロラミンによる可能性がある． 

 

3-2-2 呼吸速度に及ぼす影響 

下水処理排水の影響を受けていない常田と影

響を受けている下塩尻の河川水と付着藻類を組

み合わせ培養したときの呼吸速度を観察した．こ

こでは，藻類量（Chl.a 量）あたりの呼吸速度を

用いて比較を行った．下塩尻の付着物を下塩尻の

河川水中で培養した No.4 処理区の呼吸速度は，  
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図 16 各処理区の最大純生産速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 17 各処理区の最大純生産速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 18 各処理区の呼吸速度の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 19 培養前後の溶存態有機炭素濃度の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 培養前後の溶存態無機窒素の変化 

   （a）培養前，（b）培養後 

 

 

培養の前半後半とも，他の処理区より高かった

（図 18）．一方，常田の付着藻類を用い，下水処

理水の混合率を変え，同様な培養実験を行ったと

ころ，呼吸速度は下水処理水の混合率に影響され

なかったため，上記の呼吸速度の相違は下塩尻の

付着物に原因があると考えられた． 

そこで，培養前後の水質を比較すると，DOC 濃

度は開始時と終了時で差が見られなかった．（図

19）よって，水中の有機物量は上記 No.4 処理区

の呼吸速度が大きいことと関係がないと考えら

れた．また，培養前後の付着物の強熱減量を比較

すると，No.4 処理区のみで増加が確認され，他

の処理区では減少していた．ここでの強熱減量は，

付着物中の有機物含量の目安となる．一方，培養

前後の付着物の Chl.a 量を比較すると，すべての

処理区で減少しており，No.4 処理区で観察され

た強熱減量の増加は，藻類ではなく細菌類の増加

が原因と考えられた．  

次に，培養前後の溶存態無機窒素濃度を比較す

ると，下水処理水由来と思われる NH₄-N が，No.3

と No.4 処理区から検出され，No.3 処理区では培

養後も NH₄-N が多く残存していた．一方，No.4

処理区では，培養後に NH₄-N が減少し，NO₃-N が

増加していることが確認された（図 20）．この変

化から，下塩尻の付着物中には NH₄-N を NO₃-N に

酸化する硝化細菌が存在していることが示唆さ

れた（式 2）． 
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NH₃ + 2O₂ → NO₃⁻ + H₂O + H⁺ （式 2） 

 

No.4 処理区での呼吸速度が高いことの原因と

して，硝化細菌の存在が示唆されたため，付着物

中の硝化細菌数を計数することとした．硝化細菌

にはアンモニア酸化細菌と亜硝酸硝化細菌があ

るため，ここではどちらも対象とし，MPN 法で計

数した．また，比較のため常田の付着物について

も同様にアンモニア酸化細菌と亜硝酸酸化細菌

の計数を行った． 

2018 年 11 月 15 日に採取した下塩尻の付着物

中のアンモニア酸化細菌数は，2.4×10⁴ MPN/mg

以上であった．一方，同日の常田の付着物中のア

ンモニア酸化細菌数は 9.2×10³ MPN/mg であった．

また，下塩尻の付着物中の亜硝酸酸化細菌数は

2.4×10⁴ MPN/mg 以上であった．一方，常田の付

着物中の亜硝酸酸化細菌数は 5.8×10² MPN/mg で

あった．培養実験で顕著な硝化が観察された試料

（2018 年 1 月 19 日採取）とは異なり，また，希

釈した試料全てが陽性となり正確な菌数も求め

られなかったが，下塩尻の付着物にはアンモニア

酸化細菌，亜硝酸酸化細菌ともに多く含まれてい

ることが確認された．さらに，下水処理排水中か

らはアンモニア酸化細菌が検出されず，亜硝酸酸

化細菌数が 220 MPN/ml と，付着物に比べるとそ

の数が少なかったことから，アンモニアを高濃度

に含む下水処理排水が流入することで，下塩尻で

硝化細菌が増殖していると考えられた． 

  

４．まとめ 

下水処理排水は付着物の C/P 比を上昇させ，そ

の消費者である水生昆虫にとって質の悪い餌を

創出していることが示唆された．また，局所的で

はあるが，下水処理排水放流地点では，ケイ素制

限が生じ珪藻の増殖が妨げられていることが示

唆された． 

下水処理排水が付着藻類の同化率を低下させ

ることが確認され，その要因のひとつとして，下

水処理排水に含まれるアンモニアと次亜塩素酸

から生成するモノクロラミンの影響が考えられ

た． 

下水処理排水が流入する場所には硝化細菌が

多く存在しており，硝化の過程で酸素が消費され

やすくなることが示唆された．硝化が活発に行わ

れ溶存酸素濃度が低下すると，水生昆虫などにと

って住みにくい環境になると予想された． 

これら下水処理排水による河川生態系への影

響は，河川流量が減少し河川水に対する下水処理

排水の混合割合が高まる冬季において顕著にな

ると考えられた． 
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